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直接事業費
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心身障害児療育の充実

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

前年度までの（１）から（５）までは継続であるが、
（５）の肢体不自由児の機能回復訓練指導は小４まで拡大

施策）

章

別紙１

昭和56年度

整理番号 21-2 作成部署
保健福祉部こども発達

支援センター
母子通園事業および療育相

談
事務事業名

372-1650
短縮553

課長職名事務区分

安全で安心できるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 高田　信夫

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

八町　史郎 平成１8年５月

3,707

心身の発達に遅れや障がいをもつ未就学児童（一部小４まで）及び子どもの成長・発達
に心配のある保護者（小６まで保護者）

（１）心身に発達の遅れや障がいを持つ子どもたちの発達支援を行う。
（２）保護者が育児に対する不安を解消し、積極的に子育てが出来るように支援する。

97

5,390

作成日

障害者福祉

18
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

（１）子どもの発達課題に合わせた指導や保護者支援
（２）関係機関（医療機関、児童相談所、幼稚園、保育園保健師など）との連絡調整
（３）地域支援（幼稚園、保育園、特殊学級、養護学校、福祉施設、及び関係機関より依
頼を受けての業務支援）
（４）市内在住の発達に心配のある小学校6年までの児童の来所・電話相談
（５）肢体不自由児（小３まで）の機能回復訓練指導

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

節
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１7
年
度
ま
で

活動指標④
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連携業務数

支援業務数
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■継続事務事業優先度ランク

＋ ×２ ＝ ⇒

■

□

□

□ 現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　　　□有　　　　　■無

１～５

公平性

計

法律で実施が義務付けられている事務事業か

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

１～５投入した予算や人員に見合った効果が得られているか（費用対効果の度合）

　 　 １～５効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

１～５

配点
低→高

事業担当部局の
評価(１次)

15
点
満
点

15

今後の方向性

　通園児や相談業務の増加、今後特別支援教育の動向などに対応するためより効果的な事
業運営を行っていく。

黄色の欄に数字を入力すると自動的に計算されます

１～５

行革本部の
評価(２次)

整理番号 21-2

□廃止

　判　　　　定

□見直し

１～５

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

事務事業担当部局
の総合判定

・本事業の継続と充実のため、情報収集によって地域のニーズと時代
の流れを常に把握し、備品の整備や研修を重ねることによって指導
体制を強化。
・親の会等からも要望の上がっている、「就学後の発達支援」を検討
するため、今年度は教育委員会等関係機関と検討していく。
・指導業務のスムーズな掌握や、管理業務遂行・館内調整のため管
理職の配置が必要と思われる。

効率性

行財政構造改革推
進本部の総合判定

３　評　価　（チェック）

有効性

上位施策への貢献度はどの程度か（貢献度合）

□拡大重点化

■現状維持

【１次評価】

□終了

□統合

受益者負担は適正か（適切な場合及びなじまない場合は５点）

１～５

成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成度合） １～５

34

目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有効度合） １～５

５
点
満
点

5 3

評価項目 チェック項目

上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当性の度合）
必要性

と
妥当性 行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益性の度合）

市民や社会の要求はどの程度か（ニーズの度合）

　関係機関との連絡調整により効果的な事業の遂行に努めること。

医学の進歩により、個別的な対応を必要とするケース（ADHD・LD等の発達障害）の増加や、少子化・核
家族化が進む中で、子どもの発達に不安を持つ保護者の増加が今後も見込まれるため、この事業の必
要性は高くなると思われる。また健全育成の観点や子育て支援の観点からも市が行う事業である。

 利用者数や相談件数が毎年増えるなど必要性が高く、また満足度から有効性についても高配点とし
た。

45 34

1次評価ポイント ２次評価ポイント

説明
（上記
評価の
総合的
な説明）

担当
部局

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

今後の方向性（課題と解決方法等）

□終了

今後の方向性

□拡大重点化

■現状維持

□見直し

□統合

□廃止

【※参考】

前年度の
２次評価

行革
本部

【２次評価】

【上記３の評価を踏
まえ、総合判定と今
後の方向性について
記入】

　判　　　　定

現継

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

　判　　　　定

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

10
点
満
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５
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満
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15
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満
点

15
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点
満
点

10

15
点
満
点

12

15
点
満
点

12

総合ポイント ランク １１２～１３５⇒★★★
８１～１１１⇒　 ★★
８０以下 ⇒　  　★

113 ★★★


